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 2003 年のビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC：Vis it Japan Campaign）以降、訪日外国人旅
行者は着実に増加し、暦年ベースで 2013 年に 1,036 万人、2014 年に 1,341 万人、2015 年に 1,974
万人を記録し、2016 年 10 月に 2,000 万人を超えた。その内訳は、アジア地域からの訪日外国人旅
行者が 77.0％、韓国、台湾、中国、香港で 64.9％、韓国と中国に限定しても 45％を占めている。
2015 年 4 月 20 日付の『新聞晨報』によると、2015 年 2 月 18 日（水）～3月 5日（木）の春節休


































of Local Authorities for International Relations）の調査「自治体間交流（国際交流）関係資料
（http://www.clair.or.jp/j/exchange/jirei/page-1.html）」によると、2015 年 9 月時点で、全国 75 の地方
公共団体が 26 の国・地域の 65 都市に合計 219 の海外事務所を海外拠点として設置している。こ
の数字は 2011 年の約 1.5 倍であり、基本的に増加の傾向にある。設置先は中国の 76 ヵ所を筆頭
に、韓国の 20 ヵ所、シンガポールの 19 ヵ所、タイの 18 ヵ所、台湾の 17 ヵ所が続き、アジア地
域に集中していることがわかる。表 1 は、アジア地域からの訪日外国人旅行者が 45％を占める韓
国と中国に関して、2014 年の数字をもとに運輸局別（地域別）に、宿泊数、姉妹都市の提携数、
海外事務所の設置数をまとめたものである。関東地域や近畿地域の宿泊数は韓国も中国も大きい






表 1 訪日外国人旅行者の訪問先別の延べ宿泊数、姉妹都市の提携数、海外事務所の設置数 
宿泊数 % 宿泊数 % 提携数 % 設置数 % 提携数 % 設置数 %
北海道運輸局 367,850 8.5 671,850 8.6 9 5.8 1 4.8 13 3.7 2 3.2
東北運輸局 37,260 0.9 31,420 0.4 9 5.8 5 23.8 42 11.8 5 7.9
関東運輸局 1,116,950 25.7 3,516,730 45.1 24 15.4 1 4.8 67 18.9 9 14.3
北陸信越運輸局 55,620 1.3 91,370 1.2 7 4.5 2 9.5 35 9.9 5 7.9
中部運輸局 159,960 3.7 921,180 11.8 15 9.6 1 4.8 38 10.7 7 11.1
近畿運輸局 971,960 22.4 1,935,720 24.8 20 12.8 1 4.8 55 15.5 9 14.3
中国運輸局 80,320 1.9 52,010 0.7 29 18.6 3 14.3 34 9.6 4 6.3
四国運輸局 43,380 1.0 19,270 0.2 3 1.9 0 0.0 18 5.1 2 3.2
九州運輸局 1,108,130 25.5 248,920 3.2 40 25.6 7 33.3 49 13.8 18 28.6
沖縄総合事務局 397,530 9.2 307,790 3.9 0 0.0 0 0.0 4 1.1 2 3.2
合計 4,338,960 100.0 7,796,260 100.0 156 100.0 21 100.0 355 100.0 63 100.0
平均値 433,896 779,626 16 2 36 6
標準偏差 455744.10 1130648.7 12.60 2.28 19.47 4.90
変動係数 1.05 1.45 0.81 1.09 0.55 0.78

























































                                        （1） 
 
Tijは発地（韓国か中国）i から着地（日本の都道府県や市町村）j への旅客流動量であり、Sizejは











表 2 推定における地方公共団体の海外展開の変数リスト 
出所：自治体国際化協会「自治体間交流（国際交流）関係資料」をもとに筆者作成 
 






事業項目 変数名 備考 




b-1）海外事務所の設置数 NoOOij 各都道府県における海外事務所の設置数の合計 
b-2）海外事務所の設置年数 Year-OOij 2008（2014）－設置年次＋1で算出 
b-3）海外事務所の設置形態 DM-OOij, n n =1～3（1：独自事務所、2：機関派遣等、3：業務委託等） 
b-4）職員の海外派遣人数 NoOPij  
c-1）国際交流の実施件数 EXij 各都道府県における国際交流の実施件数の合計 
c-2）国際交流（文教）の実施件数 EXCij 各都道府県における国際交流（文教）の実施件数の合計 
c-3）国際交流（経済）の実施件数 EXEij 各都道府県における国際交流（経済）の実施件数の合計 
c-4）国際交流（行政）の実施件数 EXGij 各都道府県における国際交流（行政）の実施件数の合計 














 表 3 は、パネルデータ分析（固定効果モデル）の推定結果である（注 2）。経済規模を見ると、着
地の都道府県の人口規模 POP と観光費 Kankouhi は、韓国、中国のどちらの関係でも有意に正で
符号条件を満たしている。地域間の距離 Dis を見ると、韓国との関係では有意ではなく、中国と
の関係では有意に負で符号条件を満たしている。地方公共団体の海外展開の長短（姉妹都市の提
携年数 Year-SC、海外事務所の設置年数 Year-OO）と濃淡（姉妹都市の提携数 NoSC、海外事務所
の設置数 NoOO）を見ると、韓国との関係では有意ではなく、中国との関係では（NoSC 以外が）
有意に正であった。姉妹都市に基づく地方公共団体の国際交流を見ると、文教交流（教育・文化・
スポーツ・医療）EXC、経済交流 EXE、行政交流 EXG は、韓国、中国のどちらの関係でも有意で
はなかった。 
 
表 3 推定結果 
①
 Std. Err.  t  P>|t|  Std. Err.  t  P>|t| 
POP 14.961 *** 4.428 3.38 0.002 4.469 5.076 0.88 0.383
Kankouhi 0.654 *** 0.202 3.24 0.002 0.873 *** 0.240 3.63 0.001
Dis -0.111 0.253 -0.44 0.662 -0.457 * 0.230 -1.98 0.053
Const. -214.825 *** 63.895 -3.36 0.002 -64.200 73.342 -0.88 0.386
②
 Std. Err.  t  P>|t|  Std. Err.  t  P>|t| 
POP 15.902 *** 4.982 3.19 0.003 6.234 4.955 1.26 0.215
Kankouhi 0.660 *** 0.207 3.18 0.003 0.896 *** 0.231 3.88 0.000
Dis -0.097 0.261 -0.37 0.712 -0.135 0.267 -0.51 0.616
NoSC 0.030 0.338 0.09 0.929 0.964 0.719 1.34 0.187
Year-OO 0.118 0.307 0.39 0.702 0.308 * 0.169 1.82 0.076
Const. -228.733 *** 72.203 -3.17 0.003 -94.472 71.913 -1.31 0.196




: overall = 0.3851 R
2
: overall = 0.6266
Coef.Coef.
Prob > F = 0.0024 Prob > F = 0.0000




: overall = 0.3853 R
2
: overall = 0.6353




表 3 推定結果（続き） 
③
 Std. Err.  t  P>|t|  Std. Err.  t  P>|t| 
POP 14.825 *** 4.918 3.01 0.005 7.367 5.034 1.46 0.151
Kankouhi 0.657 *** 0.210 3.13 0.003 0.997 *** 0.224 4.46 0.000
Dis -0.105 0.291 -0.36 0.721 -0.023 0.245 -0.09 0.926
NoSC -0.210 0.385 -0.55 0.589 1.095 0.710 1.54 0.131
NoOO -0.451 0.716 -0.63 0.532 0.897 *** 0.293 3.06 0.004
EXC -0.011 0.167 -0.07 0.946 -0.067 0.179 -0.37 0.711
EXE 0.075 0.216 0.35 0.73 -0.232 0.167 -1.39 0.174
EXG 0.218 0.170 1.28 0.207 -0.073 0.158 -0.46 0.645
Const. -212.762 *** 70.857 -3.00 0.005 -112.908 73.138 -1.54 0.131
④
 Std. Err.  t  P>|t|  Std. Err.  t  P>|t| 
POP 14.129 *** 4.518 3.13 0.003 11.527 *** 4.162 2.77 0.008
Kankouhi 0.687 *** 0.204 3.36 0.002 0.635 *** 0.195 3.26 0.002
Dis -0.104 0.260 -0.40 0.690 0.273 0.209 1.31 0.199
Year-SC -0.239 0.247 -0.97 0.339 3.932 *** 0.815 4.82 0.000
NoOO -0.494 0.686 -0.72 0.476 0.500 ** 0.243 2.06 0.046
EXG 0.214 0.130 1.64 0.108 0.083 0.130 0.64 0.526




: overall = 0.3778 R
2
: overall = 0.6064
R
2
: overall = 0.3801 R
2
: overall = 0.6288
Prob > F = 0.0231 Prob > F = 0.0000
Obs. = 94 Obs. = 94
Prob > F = 0.0047 Prob > F = 0.0000




注：***は 1％水準、**は 5％水準、*は 10％水準で有意であることを示している。 
出所：筆者作成 
 

















































（注 1）国土交通省観光庁（2014）の国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数（平成 25 年 1～12月）
を見ると、岡山県 43,770 人、広島県 70,740 人に対して、長崎県 239,330 人、大分県 355,530
人、宮崎県 256,420 人、鹿児島県 144,070 人となっている。 
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